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福島県における大型店の立地動向と

　　　その地域小売機能への影響

張　　長平

I　はじめに

　日本では高度経済成長期以降，1970年代から，

スーパーマーケットなどの大型店互）が急激に増加

してきた。福島県においてはこの傾向が著しく，

例えば，1985年の福島県の大規模小売店舖統計に

よれば，福島全県の百貨店と寄合百貨店はほとん

どユ973年から開店していた。スーパーマーケット

の売場面積は1973年の21，744m2から1985年には

352，752㎜2と15．2倍に，専門店の売場面積は1973

年の16，200㎜2から1985年には98，755肌2と6．1倍

午こ増加した。言うまでもなく，これは既存の堆域

小売業の発展に大きなインパクトを与えた。

　本稿では，福島県における大型店の立地動向と

大型店立地の地域小売業への影響，即ち，大型店

の業態による空間的分布パターンと地域別シエア

の経年変化，大型店立地の地域小売機能に及ぼす

影響を検討する。

　以下の分析で使用する資料のうち，大型店につ

いては『福島県市町村別大規模小売店舗一覧表』

を用いた。これは福島県商工連合会が1985年6月

に実施した調査結果である。ここで，大型店とは

店舗の売場面積が500狐2のものである。都市，小

売商業については『福島県商業統計調査結果報告

書』および『福島県統計年鑑3を利用した。

　対象とした福島県は！0個の地方都市を含み，7’

つの地域に区分される2）（第1図）この10市におけ

る人口は1985年10月1日現在1，304，252を数え，

県総人口の62．7％を占める。同地域の小売業売場

面積は1，143，125㎜2であり，県総売場面積の

68．5％に達している（1985年）。特に，福島。郡山・

いわき・会津若松の4主要地方都市の売場面積

は，県総売場面積の53．1％を占める。それ故，福

島県の小売商業は地方都市に集中していると考え

られる。また，7つの地域は，県庁所在地福島市

と地方都市二本松市を含む県北地域，いわき市と

ともに最も主要な商業集積地である郡山市と須賀

川市を含む県中地域，福島県の南部に位置し，地

方都市白河市を含む県南地域，県の西部において

歴史的に有名な会津若松市と喜多方市を含む会津

地域，都市の勢力は弱く，地方中心が数個並存し

ている南会津地域，原町・相馬両市，双葉。相馬

両郡を含む相双地域，平り」・名浜。植田・湯本諸

市を合併した「多核」中心地を有するいわき地域

である。

皿　大型店の立地動向

　班一1　業態による大型店の分布パターン

　業態による大型店の分布パターンを考察するた

めに，1985年6月ユ日現在の『福島県市町村別大

規模小売店舗一覧表』に基づき，業態別の大型店

の分布図（第2図～第5図）を作成した。第2図を

見ると，百貨店の分布は郡山・いわき・福島・会

津若松の主要地方都市，そして，県南の地方都市

白河市にのみ集申している。これらの地方都市に

すべて高次な商業中心地である。このうち，郡山・

福島。いわき3市における百貨店面積はそれぞれ

郡山61，414m2，福島26，058m2，いわき30，659臓2

であり，それらの合計が既存の大型百貨店の面積

の90％を越えるから，大型百貨店の分布は高度集
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第1図　研究対象地域

中的分布バターンと言える。スーパーマーケット

は百貨店に比べて分布が多く，分散して全県に広

がっている（第3図）。県北。県申。会津。相双。

いわき地域におけるスーパーマーケットの総売場

面積はすべて5～10万m2である。全県で商業の

より立遅れている南会津地域にも大型スーパー

マ」ケットがある。それ故，スーパーマーケット

は分散性の高い商業機能施設と言える。専門店は

買回晶を主とする，隈られた分野の商品（専門品）

を取扱う小売店であり，近年は，専門店化が地方

の小都市で次第に進行している3）ため，分布は

スーパーマーケットと同様に全県に広がってお

り，分散的分布パターンを示している。（第4図）。

そのうち，人口！0万以上の各拠点都市では，郡山

27，778㎜2，福島ユ3，870m2，いわき26，178㎜2，会

津若松5，ユ97m2，他の地方都市でも1000㎜2以上

の大型専門店が分布している。寄合百貨店は多数、

の小規模単体小売店を1カ所または同一建物に集

申して，店舗の大型化の利益を発揮させようとす

るもので遂），高次な商業主要地方都市に集申立地

し，百貨店と同じく集申的なパターンを呈してい

る。

　一方，郡合計の大型店を業態構成比から見れば，

スーパーマーケットは構成比が79．！％と圧倒的に

郡部に高く，ついで，専門店17．6％，寄合百貨店

3．3％，百貨店O％の順で，百貨店は郡にはほと

んど開店していないことが分かる。

　以上を総合すれば，県内の業態による大型店の

分布は百貨店と寄合百貨店はほぼ商業拠点とする

主要地方都市に集中する一方，スーパーマーケッ

トと専門店は県内に広く分散している。とりわけ，

セルフサービス方式，低価格大量販売の特色をも

つスーパーマーケットは住民の生活と密接に関連

するため，10市に立地するだけでなく，各郡にも
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第4図　専門店の売場面積の地域的分布
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第5図　寄合百貨店の売場面積の地域的分布
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分布している。

　皿一2　大型店の経隼変化

　次に，対象地域においてみられる大型店がどの

ように変化したかを経年的に検討する。この点に

ついて本稿は大型店の業態別経年変化と業態別。

地域別のシュアの経年変化から考察する。考察の

対象とする時期は，1973年から1985年までとする。

この時期を選ぶ理由は，大型店の年次別開店が

1973年以降に急増しており，また，！985年の資料

が最新のものであったからである。この12年間に

わたって，大型店の売場面積は1973年の
37，944m2から1985年の621，844m2へとほぼ7倍

の急激な増加を示している。大型店の売場面積が

県の小売業売場面積に対して占めるシュアも年々

上昇し，1973年の2．6％から1985年には38．2％と

ユ4．6倍に伸びている（第1表）。

　以上のように，大型店には大きく分けて4つの

業態，百貨店，スーパーマーケット，専門店，寄

合百貨店があるが，大型店の経年変化を示したの

が第6図である。この図には業態ごとの大型店の

増加と各時期の開店の構成が明確に示されてい

る。スーパーマーケットは各時期に急速に増加し

ており，構成比が最も高い。他の業態は1973～

ユ976年の時期を除き，少しずつ増加している。特

に，百貨店と寄合百貨店の開店時点は1973～1976

年と1982～1985年の両時期に集中し，両時期にお

ける出店面積が大きい。専門店はスーパーマー

ケットと同様に各時期に増加しているが，売場面

積は約2万肌2に達した。

　一一方，大型店の売場面積のシュアには地域，業

態によって差異が存在する。これを地域別の各業

第1表　大型店の売場面積とシュアの経年変化

売場面積 増力日面積 増力口率 シ　ュ　ア

（m2） （m2） （％） （％）

！973 37，944 2．6

ヱ976 300，025 262，081 690．7 20．O
1979 363，579 63，554 2ユ，2 22．3

ユ982 48ユ，048 1ヱ7，469 32．2 2714

！985 62ユ，844 1達0796 29．3 38．2
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第6図　大型店の売場面積の業態別経年変化
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態の売場面積のシュアでみたのが，第7図～第ヱO

図である。百貨店売場面積のシュアの増加はユ973

～ユ976年における県申・県北・いわき地域と，

1982－1985年における県中。いわき地域に見られ

る。その原因は両時期において大型店百貨店が急

激に増加したこと，特に，人口20万以上の主要地

方都市を含む県中。県北。いわき地域に立地した

ことに求められる。全業態で最も高いシュァを占

めるスーパーマーケットの売場面積の経年変化を

地域別に見ると（第8図），南会津地域を除いて司
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　第7図　百貨店の地域別シュアの経年変化
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　　第9図　専門店の地域別シュアの経年変化
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相双目県北地域での伸びが大きく，県中。いわ

き・会津地域がこれに続きヨ県南地域は仲びが小

さい。スーパーマーケットの売場面積のシュアは，

相双地域では！973年以降，県北地域では1976年以

降，連続的に急増し，いわき、会津，県南地域で

は1973～1976年の時期に急増，1976年以降徐々に

増加し，県中地域では1976～1979年の時期にやや

減少するのを除けば，他の時期には急増した。こ

れは大型スーパーマーケットの開店数が1973年以

降圓立って増えてきたためである。専門店はスー

パーマーケットと同じく！973年以降増加しつつあ

るが，全体にシュアがスーパーマーケットより小

さい。南会津地域を除けば雪1973～1976年の時期

は各地域の専門店の急速な増加期である。寄合百

貨店の売場面積のシュアは4つの業態では一番小

さい。また、その伸びも小さく，ほぼ横ばい状態

である。そのうち，いわき。県中・県北地域では

寄合百貨店のシュアが比較的高い。相双地域にお

いては1981年まで寄合百貨店がなかったが，1982

年10月広野町におけるショッピングプラザ広野が

開店して後，寄合百貨店のシュアが0．6％になっ

た。

　以上により，福島県においては大型店が1973～

1976年と1982～1985年の両期間に多く開店したた

め，大型店の売場面積のシュアの伸びが大きく

なっている。そして，人口の多い主要地方都市が

位置する地域の大型店のシュアは他の地域のそれ

に比較して一般に高いが，その伸びも他の地域よ

り大きい，という傾向が大型店の動態に認められ

る。

皿　大型店立地の地域小売機能への影響

　大型店立地の地域小売業に及ぼす影響には，地

域小売機能への影響と中心商店街への影響との二

つがある5）。本稿は大型店の立地した市町村にお

ける地域小売機能への影響だけを検討する。

　1979～1985年にかけて大型店の立地した市町村

は全県で33を数えた。大型店の売場面積は
296，21ユ㎜2増え，その増加面積はユ985年6月現在

の大型店総売場面積の47．6％を占めた。大型店立

地の市町村小売業に対する影響を分析する際には

第2表に示すような変数を用いた。

　前の7個の変数（小売業吸収人口～大型店売場

面積比）による棉関行列を計算し，有意水準O．05

以上の相関関係に基づき，変数の間の相関関係を

求めた。その結果は第u図に示した。第11図から

分かるように，大型店と密接に相関する変数は小

売業吸収人口，売場面積増加値，人口増加値であ

る。すなわち，大型店売場面積増加値と小売業吸

収人口，売場面積増加値，人口増加値との問の相・

関関係はそれぞれO，95，O．95．0162である。大型

店売場面積比と上述した3変数との間の相関関係

はO．52，O．62，O．54になり、前者の3相関関係と

比較してより低い。また，第11図は各変数の間の

相関も示しているため，変数の間の直接的あるい

は間接的相関はすべて説明することができる。例

えば，間接的相関の場合，大型店売場面積増加値

と人口増加値の間の相関はO．95となり，小売業吸

収人口との間の相関もO．95である。それは人口の

増加が大型店売場面積の増加を促し，大型店売場

面積の増加によって小売業吸収人口が多くなるこ

とを示していま。2要素を経由した聞接的相関の

場合，人口の増加が大型店売場面積の増加を促し，

大型店売場面積の増加が小売業売場面積を増加さ

せ，小売業売場面積の増加により小売業吸収人口

が多くなる。それ故，大型店は顧客を吸収する点

で重要な役割を果たしている。

　一般に，地域小売業機能の変化を考察するには，

小売商圏の変化と市場占有の二つの側面からの考

察が必要である9）。従来，理論的商圏の設定に当

たっては［小売業販売額一食料品販売額］，人口・

商店数。従業員数などを指標にすることによって

第2表　変数とその平均値・標準偏差値

番号

8
9

変　　＿塾ニニ∵∴’∵ノ！j．llグ

小売業吸収人口刮　　　　　　　人

小発業売場繭積の密度7；　　　m！／人
／ト売葵…売場繭手責土曹力n｛直　　　　　　　　　m！

入口増加億　　　　　　　　　　入
自動箪保有率　　　　　　　　台ノ入
大型店売場i麺積増加値　　　　　m！

大型店売場繭積比剛　　　　　　％

小禿業販売増カロ値　　　　　　汽ノ∫llj

勢力指標増加纏＿＿＿．．＿．．阿々しり

　56『4．1．一；8．　9909s．16

　　0．8ぺ　　　o．1三
　153・、Ol1州3、！S

　1858　　　　　42Tl
　　U22：　　O、い2
　8976．09　・　　］膏7一一S，1－

　　　　　　n．！o

．6929・i…l　g3116二4戸
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．96

人口増加数

自動車

保有率

　大型店

売場面積増加値

O，34

．62

唾

小売業

吸収人口

象

べ一　　／争

大型店

売場面積比

第11図

迅

変数間の相関関係

売場面積

増加値

ミ

密　　皮

勢力指数を算出する10）11）。また，小売業販売額

を市場占有指標とする。本稿では，小売業販売増

加値と［小売業販売額一食料品販売額コ（これか

ら便宜のため，勢力指標と呼ぶ）の増加値を総合

的な指標として，大型店の地域小売業機能への影

響を考察する。

　ここで，上述の7個の変数を説明変数，小売業

販売額増加値と勢力指標の増加値を従属変数，ま

た，小売業販売額増加値と勢力指標の増加値は相

互に説明変数として重回帰分析を実施する。最適

重回帰モデルが得られる逐次回帰法を行った結果

が第3，4表である。

　小売業販売額増加値に関する重要な説明変数は

標準偏回帰係数から，勢力指標の増加値・小売業

吸収人口。大型店売場面積増加値の順となる。こ

の三つの説明変数によって小売業販売額増加値の

全変動量の98．8％が説明され，有意水準が0．OO01

に達する。勢力指標の増加値を従属変数とする最

適重回帰モデルに含まれている重要な説明変数

は，小売業販売増加値と大型店売場面積増加値で

ある。この重回帰モデルは決定係数が0，989で，

勢力指標の増加の大部分を説明できる。

　この二つの重回帰分析の結果により次のことが

説明できる。［小売業販売額一食料品販売額］は

勢力指標のであり。大体，買回品販売額に相当す

第3表 小売業販売増加値の規定要因に関する重

回帰分析

　説明変数
勢力指標増加値
小充業吸収人口
大型店売場面積増加値

　定　　　数
　愛回帰係数

　決定係数
　F　　　憧
　有意水準

傭国帰係数

　1．5691
　0．0476
－O．｝523

一工9．3430

　0．9942
　0．9884
82i．亘9

　0，000丁

壁櫟数丁慕昇将
　。．。。4。14．ぺ｛、．，、一。。

　一・1…∴．、・1」1川・・

第4表 勢力指標増加値の規定要因に関する重回
帰分析

値1行慈1水雄

ノj、禿業嘆憂売蓋嚢坤……カロ催≡

大型店飯禿極積増加艦

　定　　　数
　重回帰係数

　決定係数
　F　　　俺

　有意水準

2C26．2　　　0．0001

．12・S、．⊥“四．．止．

237．2587

　0．9946
　C．9898
1394，73

　0．0001

る。重回帰分析において従属変数の小売業販売増

加額と勢力指標の増加値は相互に第一説明変数と

なる。これは買回品販売額の増加している地域に

おける小売業がもっと広い市場を占有し，小売業

販額増加にしたがって地域商圏が拡大している傾

向が現れたことを意味する。

　第3，4表を見ると，大型店売場面積の増加値

は勢力指標の増加値と正相関し，小売業販売額増

加値と負相関している。1979～1985年には福島県
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における大型店売場面積の増加値にともなって買

回品販売額が増加した。一方，買回品販売額と小

売業吸収人口の増加により小売業販売額は増加す

るが，大型店売場面積増加の変数を加えれば，増

加が少なくなる。、実際に小売業販売額は食料品販

売額を代表とする最寄品販売額と買回品販売額を

合計したものである。それ故，大型店売場面積の

増加は買回品販売額には正の影響を与え，最寄品

販売額には負の影響を与えることが分かる。換言

すれば，大型店売場面積の増加とともに買回品の

市場拡大は著しく，最寄品の市場拡大は緩やかで

あることが認められる。

M　むすび

　以上のように，福島県において大型店の業態別

の空間分布パターン，業態。地域別のシュアの経

年変化，大型店立地の地域小売業への影響を考察

した結果，大型店の立地動向が時空間的に解明さ

れ，またそれの地域小売機能への影響の諾要因が

明らかにされた。その結果は以下のように要約さ

れる。

1．福島県における大型店の分布パターンは，百

貨店と寄合百貨店が高次な小売業地方都市に凝集

して立地し，集中的な分布パターンを示している

のに対して，スーパーマーケットと専門店は県内

の市町村に広がり，分散的な分布パターンを示し

ている。

2．福島県における大型店の売場面積は1973年以

降急速に増加し、その中で，大型スーパーマーケッ

トは常に高い構成比をもつ。大型店売場面積の

シュアの伸びは！973～1976年，ユ982～ユ985年の両

時期に大きく，主要地方都市の大型店売場面積の

シュアは他の市町村より高い。

3．大型店立地の地域小売業機能への影響を，小

売業販売額の増加値を市場占有拡大の指標とし，

［小売業販売額一食料品販売額］の増加値を商圏

勢力指標の増加として測定した，重回帰分析の結

果，従属変数である小売業販売額の増加値と勢力

指標の増加値が相互に第一説明変数となった。大

型店売場面積の増加値は勢力指標の増加値に正相

関し，小売業販売額の増加値に負相関した。これ

は！979～1985年における大型店の市町村立地が，

買回品の市場拡大に正の影響を，最寄品の市場拡

大に負の影響を与えたことを示唆する。

　本稿作成に際し，奥野隆史先生を初め，筑波大学地球科学系の諸先生に御指導を賜わっていただきまし

た。また，資料の収集において，福島県商工会連合会の泰楽…清指導部長，さらに，福島県商11工二労働部商

工課，同部経営指導課の方々から貴重な資料をいただきました。ここに深く感謝の意を表わします。
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1）大規模小売店舗法が1973年に公布され，ユ979年に改正された。それによると，大型店とは店舗面積が
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6）小売業吸収人口Pjは福島県の総人口を市町村jの小売業販売額シュアにかけた値である。すなわち，

　次の式によって求められる。

　　　　　　　　Rj
　　　　P卜p・
　　　　　　　　R
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ここで，Rは福島県の小売業販売，Rjは市町村jの小売業販売額，Pは福島県全県の総人口である。

7）小売業売場面積の密度は住民ユ人当りの小売業売場面積である。

8）大型店売場面積比は大型店売場面積と小売業売場面積の比である。

9）前掲5）．

ユ0）西村睦男（1965）：勢力圏の設定。人文地理。17，565～586、

工1）森川　洋（王967）：勢力圏設定に関する一考察一岡山県を例として一． 人文地理．19，3ユ～53、
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